
地域公共交通のあり方に係る基本的な考え方等について

（案）

資料４





「高知市交通基本計画2022年度改定版」における基本理念に基づき、将来にわたっ
て本市の地域公共交通を維持・確保するために、あり方全般の抜本的な検討に対し
て、専門的見地から意見を聴取する「高知市地域公共交通あり方検討会」を設置。

（１）持続可能な地域公共交通体系の構築に関する事項

・本市のまちづくりの基本方針や利用者ニーズ等を踏まえた
真にサステイナブルな交通体系のあり方について協議

（２）地域公共交通の維持・確保に係る費用負担のあり方に関する事項

・受益者負担や安全性確保の観点等を踏まえた地域公共交通の
維持・確保に係る費用分担のあり方について協議

（３）地域公共交通の活性化につながる利用促進策に関する事項

・地域経済の活性化や観光振興の観点も踏まえた地域公共交通
の活性化につながる利用促進のあり方について協議

１ 設置目的

２ 協議事項

３ 概要

交通体系

費用分担

利用促進

調査・検証

（３）検討の方向性 ①幹線・支線型のネットワークづくり
②新交通システムによる高度化
③運転手の規模に応じた再編
④ラストワンマイルのサービス拡充
⑤地域拠点としてのモビリティハブ化

⑥財政支援制度の充実
⑦適正な運賃制度の見直し
⑧協賛金による財源の確保
⑨寄付金等による財源の確保

⑩利用者目線のサービスの充実
⑪子育て世帯や高齢者への対応
⑫デジタル化による多様なニーズへの対応

⑬新交通システム導入に向けた社会実験等
⑭公共交通に係る市民・利用者意向調査
⑮公共交通がもたらす効果・便益分析

（１）検討・移行期間 令和６年度から令和15年度まで

（２）基本的な考え方 多様な交通モードの相互連携によるベターミックス

真にサステイナブルな地域交通のリ・デザイン

コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりの実現
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４ 交通体系のあり方検討

・電車からＬＲＴ、ＢＲＴへの転換
・電車からバスへの転換
・タクシーから自家用運送への転換
・バス路線再編・規模の見直し
・コミュニティバスの導入
・ターミナルの整備
・パークアンドライドの整備
・サイクルアンドライドの整備
・乗換ポイントの整備（量販店など）
・中心部への車の乗り入れ制限 など

ＬＲＴ

ＢＲＴ

（２）考えられる具体策（例）

（１）検討の方向性 ①幹線・支線型のネットワークづくり
②新交通システムによる高度化
③運転手の規模に応じた再編
④ラストワンマイルのサービス拡充
⑤地域拠点としてのモビリティハブ化

交通体系

都市地域

自然地域

自然地域

（イメージ図）

自然地域（中山間地域・田園地域ゾーン）

支
線

都市地域（都心・既成市街地・周辺市街地ゾーン）

市
内
幹
線

都
市
幹
線

（乗合タクシー）

＋
（乗合タクシー） （自家用有償運送）

（路線バス）

幹線・支線道路

＋

（乗合タクシー）

支線道路

（路線バス）

幹線道路

（路面電車）

（ＢＲＴ） （ＬＲＴ）or

（路面電車）

転換

転換

転換

（３）真にサステイナブルな交通体系の姿
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運
行
形
態

結
節
点
等

（路線網）

（路線）

（巡回） （Ｓの字）

幹線・支線型 放射型 循環型 デマンド型

定路線型 自由経路ﾄﾞｱﾂｰﾄﾞｱ型 自由経路ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾎﾟｲﾝﾄ型 迂回ルート型

ターミナル パークアンドライド サイクルアンドライド 電停・バス停

（４）ベターミックスのための検討項目

運
行
主
体

補
助
金
等

運
行
計
画

運
賃

・民間事業者 ・自治体 ・ＮＰＯ，市民団体

・運行費補助 ・施設整備補助 ・利用促進補助 ・インセンティブ補助

・国庫補助 ・都道府県補助 ・市町村補助

・運行区域・路線 ・運行時間帯 ・運行頻度
・車両管理 ・運行管理 ・労務管理

・対キロ制 ・均一性 ・割引（無料，半額，ワンコイン，時間帯）
・ゾーン制 ・定期券 ・ＩＣカードプレミアム

交
通
モ
ー
ド

鉄道 ＬＲＴ 路面電車 ＢＲＴ 路線バス タクシー 自家用有償運送
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・国・県の支援制度の充実
・現行補助制度の拡充
・基金の創設
・固定資産税の減免等
・ふるさと納税の活用
・上下分離（みなし上下分離）
・普通運賃・割引運賃の見直し
・エリアサポーター制度の導入
・クラウドファンディング など

５ 費用分担のあり方検討について

交通事業者

電車の運行を担う
上

自治体など

インフラ保有・管理
下

貸与 使用料

上下分離 エリアサポーター制度

（１）検討の方向性 ⑥財政支援制度の充実
⑦適正な運賃制度の見直し
⑧協賛金による財源の確保
⑨寄付金等による財源の確保

（２）考えられる具体策（例）

費用分担

国

自治体

交通

事業者

市民

利用者

地元企業
地域公共交通
の費用分担

国

自治体

交通

事業者

市民

利用者

地元企業
地域公共交通
の費用分担

Ｌ Ｒ Ｔ・Ｂ Ｒ Ｔ
上下分離・利便増進
事業継続・貨客混載 など

エリアスポンサー

支援制度の充実

運賃・割引運賃の見直し運賃負担

施設整備に対する補助
運行経費に対する補助
利用促進に対する補助
など

現行補助制度の拡充
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・運賃の半額、無料・ワンコイン化
・定期券・サブスクリプション
・シニアパス、学生パス
・タクシーチケット
・キャッシュレス決済
・モバイルですか
・ＭａａＳ
・ノーマイカーデー など

６ 利用促進のあり方検討について

（１）検討の方向性 ⑩利用者目線のサービスの充実
⑪子育て世帯や高齢者への対応
⑫デジタル化による多様なニーズへの対応

（２）考えられる具体策（例）

利用促進

Ｒ４年度
「使ってもらう」

今後について
「続けてもらう」

高齢者
おでかけ

パス

学生
運賃割引き

定期券
購入補助

・
早朝夜間

増便
キャンペーン

oror

Ｒ３年度
「知ってもらう」
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・ＢＲＴ等導入のための実証運行
・アンケートによる意向調査
・クロスセクター効果の分析 など

７ 調査・検証について

クロスセクター効果

（１）検討の方向性 ⑬新交通システム導入に向けた社会実験等
⑭公共交通に係る市民・利用者意向調査
⑮公共交通がもたらす効果・便益分析

（２）考えられる具体策（例）

調査・検証

中山間・田園地域の活性化地域ｺﾐｭﾆﾃｨ
地域振興
地域ｺﾐｭﾆﾃｨ
地域振興

通勤利用や路面電車沿線
への定住促進定 住 促 進定 住 促 進

通院利用や家族の送迎負担
の軽減、外出による健康増進医 療医 療

高齢者等が外出すること
による健康増進福 祉福 祉

高齢者の免許返納促進
交通事故の低減交 通 安 全交 通 安 全

環境負荷の削減
低炭素都市の実現環 境環 境

学校への通学利用・家族
の送迎負担軽減教 育教 育

コンパクト・プラス・
ネットワークの実現都 市 計 画都 市 計 画 まちなかのにぎわい創出商 工

観 光
商 工
観 光

公共交通を廃止した場合に、追加となるほかの行政コスト（分野別代替費用）と、
現在の運行コスト（財政支出）を比較することにより、把握できる公共交通の多面的な効果。

地域公共交通のクロスセクター効果とは
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８ これまでの主な検討経過

令和４年
12月23日（金） 第１回 高知市地域公共交通あり方検討会

議 事（１） 会議の趣旨・目的
（２） 地域公共交通を取り巻く環境の変化
（３） 本市の地域公共交通の取り組み
（４） 本市の地域公共交通の現状及び課題

令和５年
２月17日（金） 第２回 高知市地域公共交通あり方検討会

議 事（１） 論点整理
（２） あり方に係る検討について
（３） あり方に係る基本的な考え方等について（骨子案）

４月27日（木） 第３回 高知市地域公共交通あり方検討会

議 事（１） 論点整理
（２） あり方に係る検討について
（３） あり方に係る基本的な考え方等について（案）

６月予定 第４回 高知市地域公共交通あり方検討会

議 事（１） 論点整理
（２） あり方に係る基本的な考え方等について
（３） あり方検討に関する意見について

高知市地域公共交通あり方検討会の市長報告
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９ 高知市地域公共交通あり方検討会設置要綱

（設置）
第１条 「高知市交通基本計画2022年度改定版」における基本理念等に基づき，将来にわたって本市の地域
公共交通を維持・確保するため，そのあり方全般の抜本的な検討に対して，専門的見地からの意見を聴取
することを目的として，高知市地域公共交通あり方検討会（以下「検討会」という。）を置く。
（所掌事項）

第２条 検討会は，次に掲げる事務について協議を行うものとする。
⑴ 持続可能な地域公共交通体系の構築に関する事項
⑵ 地域公共交通の活性化につながる利用促進策に関する事項
⑶ 地域公共交通の維持・確保に係る費用負担のあり方に関する事項
⑷ 前３号に掲げるもののほか，地域公共交通のあり方について必要と認める事項
（組織）

第３条 検討会は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する委員７人以内をもって組織する。
⑴ 学識経験者
⑵ 市民代表
⑶ 前２号に掲げる者のほか，市長が必要と認める者

２ 検討会に委員長を置き，委員の互選によりこれを定める。
３ 委員長は，会務を総理し，検討会を代表する。
４ 委員長に事故があるとき，又は委員長が欠けたときは，あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を
行う。
（委員の任期）

第４条 委員の任期は，委嘱の日から委嘱した日の属する年度の末日までとする。
２ 委員は，再任されることができる。
（会議）

第５条 検討会の会議は，委員長が招集し，委員長が議長となる。

（資料提供その他の協力等）
第６条 検討会は，その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは，関係部局その他の者に対し，
資料の提出，意見の表明，説明，助言その他必要な協力を求めることができる。
（守秘義務）

第７条 委員は，その職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。
（庶務）

第８条 検討会の庶務は，市民協働部交通戦略課において処理する。
（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか，検討会の運営に関し必要な事項は，委員長が検討会に諮って定める。
附 則

（施行期日）
１ この要綱は，令和４年４月１日から施行する。
（会議の招集に関する特例）

２ この要綱の施行の日以後最初に開催される委員会の会議は，第５条の規定にかかわらず，市長が招集す
るものとする。
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10 検討会委員名簿

◆委員 （敬称略・順不同）

区分 所属機関・役職 氏 名

３条１項１号
学識経験者

高知工科大学名誉教授
くまがい やすひこ

熊谷 靖彦

高知工科大学経済・マネジメント学群教授
社会マネジメントシステム研究センター長

なす せいご

那須 清吾

高知大学副学長（地域）
次世代地域創造センター長

いしづか さとし

石塚 悟史

高知県立大学地域教育研究センター
センター長・教授

きよはら やすはる

清原 泰治

３条１項２号
市民代表

高知県商店街振興組合連合会理事長
ひろすえ ゆきひこ

廣末 幸彦

◆オブザーバー

とさでん交通株式会社代表取締役
ひぐち たけひこ

ㅝ口 毅彦

国土交通省四国運輸局交通政策部交通企画課長
きむら けいすけ

木村 圭佑

高知県中山間振興・交通部長
なかむら つよし

中村 剛

特定非営利活動法人ITS Japan
やまだ なおき

山田 尚紀

特定非営利活動法人ITS Japan
さいとう ゆうじ

斉藤 祐司

◆事務局

高知市 市民協働部 交通戦略課

9



10



11



年間最大５億円の赤字年間最大20億円の赤字
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